
貸 借 対 照 表 

（2025年3月31日現在） 

 

（単位：百万円） 

資産の部  負債の部 

科目 金額  科目 金額 
 
流動資産 

現金及び預金 

営業未収入金 

販売用不動産 

仕掛販売用不動産 

前渡金 

その他 

固定資産 

有形固定資産 

建物 

構築物 

工具、器具及び備品 

土地 

投資その他の資産 

関係会社株式 

長期前払費用 

繰延税金資産 

敷金及び保証金 
  

 
48,155 

3,231 

45 

13,114 

31,378 

297 

87 

586 

88 

27 

6 

28 

24 

498 

50 

21 

388 

38 
  

 

流動負債 8,859 

買掛金 409 

1年内返済予定の長期借入金 5,000 

未払金 442 

未払費用 203 

未払法人税等 1,676 

未払消費税等 109 

前受金 327 

預り金 485 

賞与引当金 204 

固定負債 19,490 

長期借入金 7,050 

関係会社長期借入金 11,800 

長期預り金 23 

長期預り敷金保証金 7 

退職給付引当金 609 

負債合計 28,349 

純資産の部 

株主資本 20,392 

資本金 200 

資本剰余金 9,025 

 その他資本剰余金 9,025 

利益剰余金 11,166 

 その他利益剰余金 11,166 

純資産合計 20,392 

資産合計 48,742  負債・純資産合計 48,742 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 



損 益 計 算 書 

2024年4月 1日から 

2025年3月31日まで 

（単位：百万円） 

科         目 金         額 

 売 上 高    96,406 

 売 上 原 価    79,724 

 売 上 総 利 益    16,681 

 販売費及び一般管理費    8,307 

 営 業 利 益    8,374 

 営 業 外 収 益     

 受 取 利 息  2  

 違 約 金 収 入  2  

 そ の 他  6 11 

 営 業 外 費 用    

 支 払 利 息  93  

 そ の 他  0 94 

 経 常 利 益    8,291 

 税 引 前 当 期 純 利 益    8,291 

 法人税、住民税及び事業税  2,532  

 法 人 税 等 調 整 額  △32 2,500 

 当 期 純 利 益    5,790 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式         移動平均法による原価法 

 

② 棚卸資産 

イ．販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法） 

ロ．仕掛販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定率法 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに 2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。 

② 無形固定資産 

 

定額法 

ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金          債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち

当事業年度負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、退職給付債務の額を計上しております。なお、退職給付債務の

算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。過去勤務費用は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。 

不動産開発事業 

用地の仕入から施工まで行った資産運用型マンション及びファミリー向けマンションを顧客へ販売する事業で

あり、不動産売買契約に基づき当該物件の引渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は物件が引渡される

一時点で充足されるものであり、引渡時点において収益を認識しております。取引価格は不動産売買契約等により

決定され、契約締結時に売買代金の一部を手付金として受領し、物件引渡時に残代金の支払いを受けております。 

なお、不動産賃貸に係る収益は「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号  2007 年 3 月 30 日）

に従って認識しております。 

  



(5) その他計算書類作成のための基本となる事項 

① 重要なヘッジ会計の方法 

イ. ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップについて              

特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。 

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象        ヘッジ手段金利スワップ 

         ヘッジ対象借入金の支払利息 

ハ. ヘッジ方針 借入金の金利の変動によるリスクを回避する目的で、金利スワッ                    

プ取引を行っております。ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行                 

っております。 

ニ. ヘッジの有効性評価の方法  ヘッジ対象及びヘッジ手段について、ヘッジ取引の事前、事後に                    

個別取引ごとにヘッジ効果を検証しておりますが、契約内容等に                    

よりヘッジの高い有効性が認められている場合には有効性の判断                    

を省略しております。 

② 控除対象外消費税等の会計処理  控除対象外消費税等については、当事業年度の費用としておりま                    

す。 

③ グループ通算制度の適用    グループ通算制度を適用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 
仕掛販売用不動産 17,713百万円 

 

② 担保に係る債務 

１年内返済予定の長期借入金 

長期借入金 

5,000百万円 

7,050百万円 

計 12,050百万円 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 31百万円 

 

(3) 関係会社に対する金銭債権・債務(区分表示したものを除く) 

 ① 短期金銭債権  70百万円 

② 長期金銭債権               7百万円 

③ 短期金銭債務  128百万円 

 

３．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金の否認等であります。 

 

(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

   当社はグループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱 

い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税 

効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

４．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 
 



種 類 会社等の名称 

資 本 金 又

は 出 資 金 

(百万円 ) 

事 業 の 

内 容 

又 は 職 業 

議 決 権 等 

の 所 有 

( 被 所 有 ) 

割 合 ( ％ ) 

関 連 当

事 者 と 

の 関 係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 

親会社 

㈱ＦＪネク

ストホール

ディングス 

2,774 
経営管理 

事業 

被所有 

100.0 
役員の兼任 

資金の借入 

資金の返済 

利息の支払 

（注）１ 

1,800 

5,000 

35 

 

関係会社 

長期借入金 
11,800 

当社銀行借

入れに対す

る担保提供 

（注）2 

900 － － 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．資金の借入及び借入に伴う支払利息については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており 

ます。 

   ２．当社は銀行借入に対して、㈱ＦＪネクストホールディングスより土地の担保提供を受けております。 

なお、取引金額は期末現在の担保資産に対応する債務残高であります。 

 

(2) 役員及び個人主要株主等 
 

種 類 氏 名 

資 本 金 又

は 出 資 金 

(百万円 ) 

事 業 の 

内 容 

又 は 職 業 

議 決 権 等 

の 所 有 

( 被 所 有 ) 

割 合 ( ％ ) 

関 連 当

事 者 と 

の 関 係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 

役員 京田 景子 － 当社取締役 
被所有 

間接 1.6 
当社取締役 

不動産販売 

（注）１ 
35 － － 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．市場価格を勘案し価格を決定しております。  

 

５．１株当たり情報に関する注記 

 ① １株当たり純資産額    4,078,452円87銭 

 ② １株当たり当期純利益   1,158,153円98銭 

 

６．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 


